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行動経済学とは

• 心理学や社会学の成果を経済学に組み入
れた経済学の一分野

• 伝統的経済学では、ホモエコノミカスと
いう合理的で計算能力が高く、利己的な
人間像を前提にしていた

• 現実の人間像に近づける
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ナッジ：Nudge
• 注意を引くために、肘で人を軽く押す。
• セイラー＝サンスティーン『実践行動経済
学』

• 行動経済学を利用した行動変容の利用
• リバタリアン・パターナリズム「選択の自由
がある介入主義」
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ナッジ
• 「ナッジ」

– 選択を禁じることも、経済的なインセンティブを大きく変えることもな
く、人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆ
る要素を意味する。

– 特定のアウトカムを達成するための選択アーキテクチャーの意図的な変
化

• 純粋なナッジ
– 低コストで容易に介入を避けることができなければならない。ナッジは
命令ではない。果物を目の高さに置くことは、ナッジであり、ジャンク
フードを禁止することはナッジではない
• セイラー・サンスティーン（２００９、p.17）

• 望ましくない行動や本人の利益にならない行動を取らせるもの
は「スラッジ」と呼ばれている。
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ナッジ設計のプロセスフロー：
OECDのBASIC
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ナッジのチェックリスト
BIT
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ナッジを選ぶ

• 意思決定過程のボトルネックを見つけることがナッジを選
ぶポイント
– １ 本人は、彼らがしなければならないことを知っていて、
それが達成できないのか？それとも望ましい行動そのものを
活性化すべきなのか

– ２ 自分でナッジを課するだけ十分に動機付けられている
か？

– ３ 認知が増えれば行動は起こされるのか、認知的な負荷が
過剰でできないのか？

– ４ 競合的な行動のためにできないのか、惰性のためにでき
ないのか？競合する行動を抑制すべきか、目標行動を促進す
べきなのか？
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ボトルネックを引き起こす行動経済学的特性
行動経済学的影響

現状維持バイアス 状況を変更する方がよりよい場合でも、現状を好む

初期保有効果 すでに所有しているものの価値を高く見積もる

損失回避 利得よりも損失を嫌う

確証バイアス 自分の意見や結論を肯定するような情報を受け入れる

メンタルアカウンティング お金の使い道ごとに別の勘定に入れられている状態

意志力 特定の時間には限られた意思決定能力しかもっていない
ため、定期的に補給する必要がある

選択過剰負荷 多すぎる選択肢があると、選択することが難しくなる

情報過剰負荷 情報が多すぎると、情報を正しく評価してよい意思決定が
できなくなる

投影バイアス 現在の好みが将来もそのまま続くと予想（お腹が空いてい
るときスーパーに行くと買いすぎてしまう） 8



ヒューリスティックス

ヒューリスティックス

利用可能性ヒューリステック すぐに利用可能な情報を意思決定に使ってしまう

代表性ヒューリスティック 似たような属性だけを用いて意思決定してしまう

アンカリング 参照点（アンカー）に影響されて物事を推測する

同調効果 ピアの行動を見て、自分の意思決定をする。他人の行動に同調
する傾向がある
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ボトルネック 対策

本人が自分がしなければならないことを知ってい
るのに達成できないのか？

自制心を活性化するようなコミットメントメカニズムの
提供、社会規範ナッジ

望ましい行動を知らないのでできないのか？ 情報提供、デフォルト、社会規範

自分自身でナッジを課するだけの意欲があるの
か

コミットメントメカニズムの提供、デフォルト
コミットメント

情報を正しく提供すればよいのか？ 損失回避、社会規範

情報の負荷が多すぎるのか？ シンプルに、何をすればよいのかがわかるように、
必要な情報だけに

引き起こしたい行動と競合的な行動が存在する
のか？

競合的な行動を抑制するようなナッジ（社会規範、
ルール化）

行動のボトルネックの特性と対策
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減量の難しさの原因 行動経済学的特性

健康行動の結果がすぐに現れない 現在バイアス

健康行動の成果に不確実性 確実性効果

対策 具体例 ナッジ

減量という将来の目標だけではく、
今日の行動を目標に

目標を即時に報酬が得られるものにする
・毎日体重計に乗って計測する
・毎日７０００歩以上歩く

・目標達成の報酬→金銭的報酬、スマホ・ゲームのポイントなど
非金銭的報酬
・損失回避を用いる→最初の一定額の金額やポイントをもらって
おいて、体重計測をしないか、７０００歩を歩かなかった場合に一
定額の金額やポイントが差し引かれる

コミットメント手段を利用 ・目標を決めて、目標が達成できない場合
に罰則を決めておく
・減量中であることを意識しやすくする

一定額を預けておいて金額を預けておいた金額が没収される
http://www.stickk.com/
きっちきちーダイエット→利き手の親指の爪に「キ」と書く

贈与交換を利用 ・減量の仲間での情報交換や励まし

・医療者やトレーナーが、対象者に特別に
ケアをサービスしていると思わせる

・お互いに励まし合う
・トレーナーからの個別メールやアドバイス

デフォルトを利用 ・運動や食事をルール化する ・通勤に歩くルートを採用
・夜９時以降は食べない
・ご飯は茶碗１杯

社会規範を利用 周囲の人の運動量を参照点にする 減量仲間の平均的運動量を知らせる

減量のナッジ

http://www.stickk.com/


社会規範とわかりやすさを使った
残業削減ナッジ

12



ナッジの倫理的問題
Sunstein(2015)

• ナッジは人々の選択を特定の方向に誘導する
– 人々の行動を特定の企業の利益獲得のためのものはス
ラッジ

– ナッジは選択の自由を確保していることが前提
• デフォルトで意思決定を変えるのは問題
– 既にデフォルトがある選択は多い(臓器提供の意思表示)

• アンカリングを使うのは問題
– どんな表示の仕方でも，何かが最初にくるのは避けら
れない
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ナッジへの批判と回答（１）
Sunstein(2015)

• 人々の好みは多様
– ナッジでは選択の自由が保障
– 選択の自由が、必ずしも本人の満足度を高めることにならない
（現在バイアス、選択肢過剰）

• ナッジは学習の機会を奪う
– 人々は間違った意思決定をするかもしれないが、そこから学習する

• 人生で何度も行わないような意思決定には当てはまらない
• 学習機会を提供するナッジならば問題ない
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ナッジの批判と回答（２）
Sunstein(2015)

• 政府や官僚のバイアスや偏見
– ナッジを用いる政府に透明性と説明責任を課す

• ナッジは市場競争を歪める(ナッジによって特定の製品だけが好ま
れるようになると自由な市場競争に悪影響を与え、新製品・サー
ビスが開発さなくなる)
– 外部性や独占などによって市場が失敗する場合には政府の介入は正当化できる
– ナッジは外部性を減らしたり、市場競争を促進する形で導入すべき

• 温情主義的政策は人々の自主性を失わせる
– 全てのことに情報を得て自主的に意思決定しているわけではない。ルールや習慣に従うこ
とで時間とエネルギーを節約し、より重要な問題を考えることで、自主的な意思決定が可
能になる
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ナッジの種類

• 情報提供ナッジ
– 利得、損失
– 社会規範、社会比較、返報性
– シンプル
– タイミング
– フィードバック
– アンカリング

• コミットメント手段
• デフォルト、自動化
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デフォルト（オプトアウト）を用いた日本の
行政の取り組み例
• 千葉市職員の男性育児休業取得

– 2017年度から育児休業を取得しない場合に、上司が理由を聞き取る制度を実施
• 2016年度12.6%→2017年度28.7%→2018年度65.7%

• 警察庁中部管区警察局岐阜県情報通信部
– 宿直明けの休暇取得をオプトアウト方式

• 後発薬の使用をオプトインからオプトアウトに変更
– 2008年以前：後発薬品変更が可能と医師が判断した場合に処方箋に署名が必要
– 2008年の改正：「後発品への代替を認めない場合に「後発薬への変更不可」欄に医
師が署名する様式に変更

– 2012年:処方された薬ごとに後発医薬品への変更の可否を明示するように変更
• その際、✔がない場合は、後発医薬品を使ってよいというもので、デフォルトは後発医薬
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ナッジが用いられている公共政策分野
• 経済、金融、消費者政策
• 医療・健康
• エネルギー・環境
• 教育
• 労働
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税金の督促状のメッセージ
Hallsworth et al.(2017)

（１）10人のうち９人は税金を期限内に支払っています
（２）イギリスにおいて10人のうち９人は税金を期限内に支払っています
（３）イギリスにおいて10人のうち９人は税金を期限内に支払っています。
あなたは今のところまだ納税していないという非常に少数派の人になります
（４）税金を支払うことは、私たち全員が、国民健康保険、道路や学校などの
必須の社会的サービスからの便益を受けることを意味します
（５）税金を支払わないことは、私たち全員が、国民健康保険、道路や学校な
どの必須の社会的サービスを失うことを意味します
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効果が大きかったのは
• １位：（３）のあなたが少数派である
ことを強調したメッセージ
– メッセージがない場合と比べて23日間で、
5.1％納税率が高まった

• ２位：（２）のイギリスの中でという
ことを強調したメッセージで、2.1％の
上昇

• ３位：（４）と（５）の社会的サービ
スを強調したものが1.6％の増加

• ５位：（１）が1.3％の増加
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カナダの国税当局の取り組み

• 納税改善のための社会的な規範以外のアプローチ→情報の簡素化
• カナダの税務当局：

– 納税者が納税フォームを検索しなければならないような概要説明のウェブサイトに誘
導する代わりに、納税フォームに直接誘導するウェブリンクを追加することで、納税
方法を簡素化

– 結果、回答率は19％から23％に上昇（Behavioural Insights Team, 2014）
• デザインによって単純化されたタスクに人々が参加しやすくなることはよ
くあるが、望ましいアウトカムが得られるという保証はない
– 例えば、コロラド州では、より良い健康保険の選択肢を検討するよう個人に促すため
に、同様の手法を導入（Ericson et al.2017)

– 簡略化された情報が提示された場合、メールに返信した個人の数はわずかに増加した
ものの、参加者は実験的な処置を受けなかった人に比べて、より良いプランを選択す
る可能性はなかった
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心理勘定とCARD法
• CARD（Credit Card Accountability Responsibility and Disclosure）
• この法律では、行動経済学の知見に基づいた2つの規制が導入

– (I）消費者が簡単にクレジットカードの限度額を超えてしまうことに対処するために、
発行会社は限度額を超えた取引を、単にその都度手数料を請求するのではなく、デ
フォルトで拒否するようにした。この規制は、短期的な満足のために将来のコストを
割り引く消費者を保護するためのもの。

– (2) カード所有者の請求書に追加情報を記載することを貸金業者に義務付ける。具体
的には、クレジットカードの請求書に、月々の返済額を最小限に抑えて完済するまで
の期間と、36カ月間で返済した場合の費用を表示することが義務付け。このナッジは、
消費者の注意を、借り入れコストが高くなる月々の最小分割払いというデフォルトの
返済方法から、より迅速な返済方法へと誘導することを目的としている。Agarwalら
（2014）は、CARD法によって消費者は年間約119億ドルを節約できたと推定。
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リマインダー

• ボリビア、ペルー、フィリピンの3つの銀行では、人々の貯蓄額を増やすための方法をテ
スト（Karlan et al.、2016）
– ペルーでは手紙を、フィリピンとボリビアではテキストメッセージを使って、貯蓄の選択肢とメ
リットの重要性を高めるために、最近貯蓄口座にコミットした顧客に無作為にリマインダーを送っ
た。その結果、メッセージを受け取ったグループでは貯蓄目標が58％増加したのに対し、リマイ
ンダーを受け取らなかった対照グループでは55％増加し、全体的には小さいながらも確実な効果。

• 英国では、当座貸越料金の引き下げにより、さらに成功した試み。
– 英国の大手銀行の50万人の顧客を対象に、銀行口座の残高と差し迫った当座貸越料金を知らせる
アラートを送信（Financial Conduct Authority, 2015）。

– その結果、テキストアラートに登録した顧客では6％（月平均0.23ポンド）、モバイルアプリを利
用した顧客では8％（0.33ポンド）の貸越料金の削減が確認。

– 顧客がテキストアラートの受信とモバイルアプリの利用の両方を行った場合、その効果は増幅され、
24％（0.93ポンド）の当座借越料金の削減につながった。このように、顧客に重要な情報をタイ
ムリーに提供し、それに基づいて行動できるようにすることは、消費者の経済的成果を向上させる
ための有望なアプローチであると考えられている。これは、テクノロジーに慣れている若い人と、
テクノロジーに慣れていない年配の人では、リマインダーから得られる効果が異なることを示唆。
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コミットメント

• 貯蓄率の向上を目的としたナッジの例
– コミットメント契約（貯蓄者が自分自身に課す制限）

• 貯蓄率を向上させるための別の試みとして、コミットメント契約（消費者が自分の貯蓄への
アクセスを制限する方法）の価値が検証。2006 年にフィリピンの農村部にある銀行が、こ
のようなコミットメント契約によって貯蓄目標の達成を 促すことを目的とした RCT を実施
（Ashraf, Karlan, & Yin, 2006）。

• 対照条件では、参加者は単に標準的な貯蓄口座を所有。マーケティング条件では、消費者は
標準的な普通預金口座を持っているが、銀行の担当者が訪問して、お金を貯めることを勧め
られた。コミットメント条件は2つあり、1つ目は、特定の月（データベースの目標）、また
は特定の貯蓄目標（金額ベースの目標）に達するまで引き出しを制限する普通預金口座を開
設するというものであった。

• 標準的な口座を維持した対照条件の顧客は、6ヶ月後には8％、12ヶ月後には12％、貯蓄額
が増加（Behav ioural Insights Team, 2014, p.36）。マーケティング条件では、最初の
6ヶ月間で37％の貯蓄額の増加が見られたが、12ヶ月後には貯蓄額の増加は25％に減少
（Behavioural Insights Team, 2014, p.36にて報告）。一方、コミットメント・アカウン
トを持つ顧客は、6ヶ月後には平均47％、12ヶ月後には82％もの貯蓄額の増加（Ashraf et 
al.、2006、p.658）
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Save More Tomorrow© (SMarT program)

• 定期昇給の前に積立額の増加につい
て決定させられる（現在バイアスに
対応）

• 加入した場合、最初の賃金上昇のあ
とで積立額が増加する（手取りが減
ることから発生する損失回避を和ら
げる）

• 積立額は限度額に到達するまで定期
昇給後に増加を続ける（現状維持バ
イアスを利用）

• 従業員はいつでも退会可能
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SMarT加入者の貯蓄率
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401(K)のプランデザインと貯蓄
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自動加入の効果
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加入・非加入の選択を義務化
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その他の加入促進策

• 雇用主からのマッチング
– 多くの研究は雇用主のマッチングがあれば401(K)へ
の加入は増えるが、その大きさは研究によって異な
る。マッチング率を引き上げた影響についても確定
的な結果はない

• ファンドのメニューの数の効果
– ファンドのメニューを10増やすと１．５から２％ポ
イント加入率が低いという研究やニューに自社株が
あると参加率が高いという研究がある（ただし、信
頼性は低い）

40



バイアスと自動車の販売

• Laceteraら（2012）は、走行距離に応じた中古車販売価格
を調べることで、概数効果を検証。走行距離が多いほど、車
の平均価格は低。しかし、約1万マイルごとに価格が下がっ
ているように見える。

• 他の特徴や問題点を考慮しても、19,900マイルの車と
20,001マイルの車には実質的な違いはない。これを説明する
1つの方法として、人は最初に受け取った情報を最も重視し、
それに続く情報にはあまり重きを置かないというヒューリス
ティックな考え方であるアンカリングの結果であると考えら
れる。この場合、走行距離の最初の桁（1桁目の偏りとも呼
ばれる）が、車の価値や人々の支払い意欲に影響を与えてい
るように見えるということである。
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政策立案者と個人の双方にとって有益

• 概数効果のバイアスを知る個人に対するメリット
– もし、1桁目の数字がより価値の高い印象を与えるために、車を
買いすぎてしまう可能性があることを認識していれば、そのよ
うな選択にはより慎重になる可能性

• 政策的な視点
– 中古車を購入する際に、走行距離の一桁目の数字の違いで売上
が減ることは、経済に悪影響を及ぼすと可能性

– 行動経済学が多くの政策に組み込まれることが非常に重要に
なっている理由の直接的な例

– 両方の視点を持つことで、個人の幸福だけでなく、より広い経
済的成果への影響のバランスを取ることができる

42









パターンA
（ハガキ裏⾯）
22.7%の受診率

パターンB
（ハガキ裏⾯）
29.9%の受診率
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八王子市での介入 大腸がん検診受診勧奨はがき
福吉(2018)



臓器提供

*2. The Behavioral Insights Team (2013). Applying Behavioural Insights to Organ Donation: preliminary
results from a randomised controlled trial
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n 臓器提供のドナー登録を勧誘する
Webサイトでのランダム化⽐較試験。

n 英国在住の1,085,322⼈が被験者。



損失回避性を利⽤して、将来の損失を強調
n 臓器提供のドナー登録を促すウェブサイトでRCT

統制群 介⼊群①

「臓器提供が
⼗分にない

と、
毎⽇３⼈が
死にます」
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フレーミングを⽤いて、将来の利得を強調
n 臓器提供のドナー登録を促すウェブサイトでRCT

介⼊群②

「あなたは７⼈の命を
救うことができます」
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フレーミングを⽤いて、現在の利得を追加
n 臓器提供のドナー登録を促すウェブサイトでRCT

介⼊群③

「毎⽇、数千⼈が
登録しています」
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フレーミングを⽤いて、現在の利得を追加
n 臓器提供のドナー登録を促すウェブサイトでRCT

介⼊群④

新しい利得を追加

「あなたが必要になったと
き臓器提供を受けたいなら，
⼈を助けましょう」

52
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ドナーカード
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どれくらいの人が
ドナーとなることに同意しているか？

55



内閣府「移植医療に関する世論調査」
(2017年)

• 脳死と判定された場合、臓器を「（どち
らかと言えば）提供したい」と答えた人

41.9 %
• ドナーカードを持ち、かつ提供意思を記
入している人

12.7 %
56



臓器提供の実質的同意率
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デフォルトの設定を⼯夫して誘導する
n 緩和治療か延命治療かを選択するシーンでRCT

統制群

n デフォルトで「緩
和治療」が選択済
み

介⼊群
①

介⼊群
②

緩和治療 延命治療 緩和治療 延命治療 緩和治療 延命治療

n デフォルトで「延
命治療」が選択済
み

もう⽚⽅の選択肢の
検討と、
家族らとの相談も奨
励される 58



緩和治療デフォルトでは 77% の
患者が緩和治療を実際にも選択

延命治療デフォルトでは 43% の患者が
選択を変えて緩和治療へ
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自殺を抑制するための小さな障壁の導入

• パラセタモール（鎮痛薬）の過剰投与は世界的に共
通の自殺手段．自殺は衝動的で，自宅にある薬品を
使う．通常，２５錠以上の使用．

• プロジェクト：１９９８年にイギリスは，パラセタ
モールのパッケージを薬局では３２錠のブリス
ター・パック，その他では１６錠のものに限定し，
同じ店では複数購入できない規制を導入

• １１年後に４３％の自殺減少．
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15BEHAVIORAL INSIGHTS

Figure 3: Reduction in UK deaths by overdose after change in law relating 
to paracetamol packaging
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Adapted from Hawton et al. (2013) 37

By the same logic, reducing friction costs can make a desirable behavior, such as 
taking the right medicine at the right time, more likely. For example, BIT is currently 
working with the United Nations Development Program to address low adherence to 
tuberculosis treatment in Moldova.38 Low drug adherence has contributed to Moldova 
being one of the 27 countries with the highest incidence of drug-resistant tuberculo-
sis.39 One of the main problems is that current treatment regimes require patients to 
take pills daily in the presence of a medical professional to ensure compliance, which 
is costly in terms of time and money for both the patient and the healthcare system. 
In order to reduce the friction costs of visiting a doctor’s practice, the process will be 
changed so that compliance is verified over a Skype session – 36 percent of Moldovan 
tuberculosis patients had experience of using Skype.40 

Another way of reducing friction costs by changing defaults is to substitute a harmful 
behavior for one that is very similar, but which produces less harm, rather than ask-
ing people to give up the harmful behavior. This makes the healthier outcome easier 
by requiring little to no change. Perhaps the greatest potential for substitution may 
be in diet. For example, excessive salt consumption is a major cause of high blood 
pressure. An intervention in Peru aims to maintain behavioral patterns (adding salt to 
meals), but replaces the salt with a low sodium substitute. The substitute has been 
constructed so that people will not detect any changes in taste.41 Salt substitution has 
proved to be an effective and acceptable policy in other countries.42 

These lessons about friction costs also apply to professionals delivering services. The 
purpose of the Allillanchu project in South America is to make it easy and standard for 
primary care providers to assess the emotional wellbeing of any person who comes 
for treatment. The providers were given an electronic tablet to carry out a simple 
screening questionnaire and make a referral. People who were referred were then 
sent motivational text messages to remind them to seek mental healthcare. The sys-
tem screened 733 people and helped to identify 165 people with mental ill-health. Of 
the people identified, 143 were enrolled in the study; 92 sought mental healthcare; 
and 73 accessed mental healthcare.43



誘導方式による参加率向上
Milkman et al. (2011, PNAS)

• インフルエンザの予防接種を受けさせたい
1. 接種できる日時を伝える
2. 日時を伝え、予定日を書かせる
3. 日時を伝え、予定日・時間を書かせる
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誘導方式による参加率向上
Milkman et al. (2011, PNAS)

日時を記入させて誘導することで、参加率向上 63
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医師にもナッジが有効
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抗生物質の投与への説明責任
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抗生物質投与量の同僚との比較
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他の薬の提案
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電力表示と同調行動
Alcott (2011, Journal of Public Economics)

• 電力料金の明細書を利用したフィールド実験
• 一部のグループに、

– 近くの家の電力消費量
– 近くの効率的な家の電力消費量 を伝える
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電力表示と同調行動
Alcott (2011, Journal of Public Economics)

• 平均で２％の電力消費減少
• 消費量の大きい家庭での減少幅が大きい

– 少ない家庭は変わらない（ のおかげ？）
76



ホテルのタオル再利用

• ホテルでタオルの再利用を
お願いする際、「環境保護
にご協力ださい」と「環境
保護に協力しているお客様
の仲間になってください：
お願いしたお客様の７５％
はご協力頂いています」と
いうメッセージの比較実験

• ８０日間１９０室でランダ
ムに実験

SOCIAL NORMS AND CONSERVATION BEHAVIOR 000

FIGURE 1

EXAMPLE OF TOWEL REUSE SIGN (EXPERIMENT 1)

program: “JOIN YOUR FELLOW GUESTS IN HELP-
ING TO SAVE THE ENVIRONMENT. Almost 75%
of guests who are asked to participate in our new re-
source savings program do help by using their towels
more than once. You can join your fellow guests in this
program to help save the environment by reusing your
towels during your stay.”

Below each of the respective messages were instructions
informing the guests how to indicate their willingness to
participate in the program. The instructions stated, “If you
choose to participate in the program, please drape used tow-
els over the curtain rod or the towel rack. If you choose not
to participate in the program, please place the towels on the
floor.” Below the instructions, additional text informed the
guests, “See the back of this card for more information on
the impact of participating in this program.”

On the back of each towel reuse sign, information about
the benefits of participating in the program was provided
with the following text: “DID YOU KNOW that if most of
this hotel’s guests participate in our resource savings pro-
gram, it would save the environment 72,000 gallons of water
and 39 barrels of oil, and would prevent nearly 480 gallons
of detergent from being released into the environment this
year alone?”

The signs were printed on a high-resolution color laser
printer and were professionally coated with 7-millimeter-thick
laminate on each side. They were then sent to a professional
die-cut company, where they were cut into the towel rack
hanger shape (see fig. 1).

Training. The hotel’s room attendants were responsible
for collecting the participation data; the form they had al-
ready been using was modified for data reporting. Because
the hotel already had a conservation program in place before
this study began, and the participation criteria for the hotel’s
existing program and the criteria used in our research dif-
fered slightly, we were careful to ensure that the room at-
tendants completely understood and adopted the new criteria
in terms of both towel replacement and data collection. For
experiments 1 and 2, instructions were given to the room
attendants a number of times in multiple languages, and
they were shown pictures detailing what was and was not
considered to be participation in the program. A great deal
of time was spent ensuring that the room attendants under-
stood the protocol. Several room attendants who did not
understand our directions during training due to the language
barrier or who did not follow our instructions throughout
the study were excluded from the analyses.

Intervention. Each of the 190 hotel rooms was ran-
domly assigned to one of the two different messages. One
week prior to data collection, the hotel room attendant su-
pervisor placed one sign on the towel rack in each hotel
room’s washroom. The room attendants recorded the par-
ticipation data on the appropriate forms.

Results and Discussion

Because the towel reuse program was not applicable to
those staying only one night, the data were recorded only
for guests who stayed a minimum of two nights. In addition,
throughout these studies, we analyzed only the towel reuse
data from guests’ first eligible day of participation so that
no guest would participate in the study more than once. The
dependent variable was dichotomous; room attendants sim-
ply recorded whether guests reused at least one towel.

Consistent with our hypothesis, a chi-square test revealed
that the descriptive norm condition yielded a significantly
higher towel reuse rate (44.1%) than the environmental pro-
tection condition (35.1%; , ,2x (1, N p 433) p 3.72 p p .05

; see fig. 2). The results of experiment 1 showed thatF p .09
the normative sign, which we have never observed employed
by any hotel, yielded a towel reuse rate that was significantly
higher than the industry standard. We should note, however,
that at first glance there appears to be an important short-
coming to the descriptive normative approach. Specifically,
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他の人の行動の情報は影響する

• お客さんの７
５％はという
情報を入れた
場合は、
44.1％、従来
のメッセージ
だと35.1%の
協力

000 JOURNAL OF CONSUMER RESEARCH

FIGURE 2

TOWEL REUSE RATES AS A FUNCTION OF SIGN IN ROOM
(EXPERIMENT 1)

we informed participants that a large majority (75%) of the
hotel’s guests participated in the towel reuse program—a
number provided by the company that supplies such cards
to hoteliers—yet the best-performing message yielded only
a 44.1% towel reuse rate. There are two reasons for this
discrepancy that render this a less worrisome problem. First,
in keeping with the data reported by the towel hanger sup-
pliers, the signs in our study informed the guests that the
majority of individuals recycled at least one towel sometime
during their stay. Because we only examined towel reuse
data for participants’ first eligible day, the compliance rate
we observed is likely an underestimation of the number of
individuals who recycle their towels at least once during
their stay. Second, we used the most conservative standards
for counting compliance; that is, we did not count as a reuse
effort a towel that was hung on a door hook or doorknob—a
very common practice for towel recyclers who misunder-
stand or do not thoroughly read the instructions—as we
wanted to eliminate the likelihood of guests complying un-
intentionally with the request. Thus, the overall percentage
of towel reuse was artificially suppressed.

EXPERIMENT 2: WHOSE NORMS
DO WE FOLLOW?

Experiment 1 demonstrated how hotel guests were es-
pecially motivated to reuse their towels when they learned
that most others have chosen to participate in the environ-
mental conservation program. In experiment 2, we sought
to investigate how hotel guests’ conformity to such a de-

scriptive norm varies as a function of the type of reference
group attached to that norm.

Several factors are known to influence the extent to which
individuals will adhere to the descriptive norms of a given
reference group (Cialdini and Goldstein 2004; Goldstein and
Cialdini, forthcoming). One important variable affecting the
likelihood of norm adherence is the level of perceived sim-
ilarity among others and a given individual (Burnkrant and
Cousineau 1975; Moschis 1976). According to Festinger’s
(1954) social comparison theory, people often evaluate
themselves by comparing themselves to others—especially
to others with whom they share similar personal character-
istics. In line with this supposition, people are indeed more
likely to follow the behaviors of others with similar features,
including age (Murray et al. 1984), personality attributes
(Carli, Ganley, and Pierce-Otay 1991), gender (White, Hogg,
and Terry 2002), and attitudes (Suedfeld, Bochner, and Matas
1971).

Another well-established factor affecting norm adherence
is the extent to which individuals identify with the reference
group. Much of the research exploring this relationship has
examined the topic from a social identity perspective. Al-
though the concept of social identity has taken on a variety
of meanings in various disciplines, it is often defined broadly
as an expansion of the self-concept involving a shift in the
level of self-conception from the individual self to the col-
lective self, frequently based on perceived membership in
a social category (Hogg 2003; Reed 2004). An individual
may hold social identities at various levels of abstraction,
ranging from concrete groups of people (e.g., our depart-
ment’s faculty) to broader categories of people (e.g., men,
women, citizen). A number of scholars have argued that
one’s adherence to the descriptive norms of a group of peo-
ple is primarily influenced by the perceived importance of
those others to one’s self-concept and social identity (Bear-
den, Nettemeyer, and Teel 1989; Brinberg and Plimpton
1986; Kelman 1961; Terry, Hogg, and White 1999). Ac-
cording to this perspective, when the relevant social identity
is salient (Forehand and Deshpandé 2001; Forehand, Desh-
pandé, and Reed 2002), individuals will adhere to the norms
of that social identity to the extent that they consider the
social identity to be personally important to them (Desh-
pandé, Hoyer, and Donthu 1986; Kleine, Kleine, and Kernan
1993; Reed 2004; Stayman and Deshpandé 1989; Terry and
Hogg 1996; Terry et al. 1999).

A close inspection of the normative social identity lit-
erature and of the body of research examining the role of
similarity on norm adherence reveals that both research areas
have focused almost exclusively on the importance of com-
monalities among personal, rather than contextual, charac-
teristics of individuals and the groups whose behaviors they
observe. That is, these literatures examine how personal
similarities (e.g., in attitudes, gender, ethnicity, age, values)
between a target individual and a group of people influence
the target’s adherence to the group’s social norms. However,
researchers have largely failed to address the role of situ-
ational similarities in norm adherence.
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ナッジの短期的効果と長期的効果
• 短期的効果と長期的効果

– Ito, Tanaka and Ida(2018) は、ナッジメッセージは短期的には節
電行動に効果があったが馴化によって効果が低減する
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社会規範としての環境

• 社会規範
– あるグループないで特定の文脈において許容される行動ルール

• エネルギー・環境政策は社会規範に影響を与えることを目指す
– グリーンオプション

• 再生不可能な資源の消費を削減したり、環境への有害性が低い代替製品の採用を
増やすことにつながる製品、サービス、または行動

• 再使用、削減、再利用
– 社会的比較

• 社会的比較とは、あるグループが他のグループの平均的な行動と比べてどうなの
かを示すこと。

• 例えば、エネルギーや水の使用量に関する個別のフィードバックを家庭に提供し、
それを周囲のコミュニティの平均値と比較することで、社会的比較を行うことが
できる。この手法を科学的に研究する試みはいくつかあり、その多くが肯定的な
結果を得ている。



• 介入1
– 「技術的アドバイス」では，水の使用量を最も効
果的に削減する方法と，その方法を知るための連
絡先が記載された両面の「ヒントシート」という
「情報のみ」のメッセージを家計に伝えた。この
「ヒントシート」に記載されている情報は、介入
前から広く知られてたが、家計はメッセージの中
で強調されている戦略のすべてを必ずしも知らな
かったと考えられる。



• 介入2
– 弱い社会的規範の介入では、介入1に加えて、CCWSの公式便箋に書か
れた個人宛の手紙を家庭に送付した。この手紙には、顧客の毎月の請
求書に記載されている情報（およびヒントシート）に加えて、以下の
情報が記載されている。

– コブ郡の住民は、ジョージア州の公共水域の10ガロンのうち、ほぼ1
ガロンを消費しています。その結果、私たちの水の使用は、野生生物
を保護し、人間の健康を脅かす汚染物質を希釈するジョージア州の水
路の能力に大きな影響を与えています。.... 皆様のご協力をお願いいた
します。同封のチップシートに記載されているヒントを参考に行動し
てください。コブ郡の貴重な水資源を守るためには、私たち全員が自
分の役割を果たさなければなりません。今日、水の消費量を減らすこ
とは、将来の世代に環境と経済を残すために重要です。水を無駄にし
ないでください。一滴一滴を大切にしましょう。



• 介入3
– 強い社会的規範の介入では、介入2に加えて、2006年6月から
10月までの家庭の水使用量を郡の中央値と比較し、この期間中
にその家庭がどのパーセンタイルに属するかを示した。この比
較表には次のように書かれている。

– 夏を迎えるにあたり、昨年の水使用量に関する以下の情報にご
関心をお持ちではないでしょうか。

– 2006年6月から10月までのあなたの総消費量。
• あなた自身の2006年6月から10月までの総消費量：52,000ガロン
• あなたの隣人の2006年6月から10月までの平均（中央値）消費量：
35,000ガロン 35,000ガロン

• あなたは、コブ郡の近隣住民の73％よりも多くの水を消費しています。















社会比較の効果は減衰
情報だけでは不十分 社会的地位や社会的認証



ブーメラン効果

• 社会比較で、平均より上の人は努力しな
くなる





豪雨災害避難促進・感染予防にナッジ
• 強制的な措置や罰則を使うことができない
• 緊急時に冷静な判断ができないことが多い
• 外部性が存在→市場の失敗が発生
• 命に関わること→何度も経験して学習で改善することがで
きない
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豪雨災害時の早期避難促進ナッジ
大竹文雄・坂田桐子・松尾裕太(2020)「行動経済学」近刊

• 豪雨の際の避難を促進するナッジ・メッセージに関する郵
送アンケート調査を用いたRCT（2019年3月、11月（追
跡））

• 広島県が従来用いてきた啓発メッセージよりも、「あなた
が避難することは人の命を救うことになります」、「あな
たが避難しないと人の命を危険にさらすことになります」
という利他的メッセージが避難意図を高める

• ８ヶ月後の追跡調査では、利他的利得メッセージのみが避
難意図の継続、避難準備行動の実践が観察
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広島県の防災取り組み

• 2014年に土砂災害で77人の命が失われた後、「みんなで減
災」県民総ぐるみ運動
– 身近な災害の危険や避難所の場所を「知る」、気象情報や避難勧告
で災害発生の危険性を「察知する」、避難所や安全な場所に避難す
るといった「判断して行動する」など五つの行動目標

– 住民が災害と避難活動の実態を「知る」ことに重点
– 避難所や避難経路を確認した住民の割合は、2014年の13.2％から
2018年には57.2％へと大きく向上

• 2018年7月の豪雨災害で避難した人の割合は0.74％に過ぎな
かった。
– 114名もの死者・行方不明者
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社会規範メッセージ利用の問題
• 従来のナッジの研究：「望ましい行動をとっている人が多数
派」・「望ましい行動をしていない人は少数派」という事実を
強調する社会規範メッセージが効果的であると知られている

• 豪雨時に避難していた人は広島県の場合でも1％未満
• 2018年7月豪雨時の避難者、非避難者に対する対面インタ
ビュー・郵送アンケート
– 避難のきっかけ：周囲の人の避難行動か周囲の人からの呼び掛け
– 避難の遅延：周囲の人が避難していなかったこと

• 自分の避難行動に外部性があることを認識させることと利他性
に訴えかけるメッセージの可能性
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メッセージ作成にあたっての仮説
• 仮説１．（社会規範と利他性） 自分の避難行動が他人の避難
行動を促進するという情報提供をすることは、利他性をもった
人の避難行動を促進する

• 仮説２．（損失回避） 利得を強調するメッセージと損失を強
調するメッセージでは、損失を強調するメッセージの方が、避
難行動を促進する

• 仮説３．（損失と利得での危険回避度の非対称性） 参照点を
災害被害のない状況にして避難を損失で表現するよりも、参照
点を最大の被害の状況にして利得で表現した方が安全策として
の避難行動を促進する
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名称 メッセージ

A.社会規範、外部性、
利他性(利得局面)

これまで豪雨時に避難勧告で避難した人は，まわりの人が避難していたから避難した
という人がほとんどでした。あなたが避難することは人の命を救うことになります。

B. 社会規範、外部
性、利他性(損失局
面)

これまで豪雨時に避難勧告で避難した人は，まわりの人が避難していたから避難した
という人がほとんどでした。あなたが避難しないと人の命を危険にさらすことになります。

C.参照点 豪雨で避難勧告が発令された際には、早めに避難することが必要です。どうしても自宅
に残りたい場合は、命の危険性があるので、万一のために身元確認ができるものを身

につけてください。
D.救援物資(利得局
面)

豪雨で避難勧告が発令された際に避難場所に避難すれば、食料や毛布など確保でき
ます。

E.救援物資(損失局
面)

豪雨で避難勧告が発令された際に避難場所に避難しないと、食料や毛布などが確保
できない可能性があります。

F.コントロール 毎年、6月始め頃の梅雨入りから秋にかけて、梅雨前線や台風などの影響により、多く
の雨が降ります。広島県でもこれまでに、山や急な斜面が崩れる土砂崩れなどの災害
が発生しています。大雨がもたらす被害について知り、危険が迫った時には、正しく判

断して行動できる力をつけ、災害から命を守りましょう。
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アンケート

• 期間：2019年2月28日から3月22日
• 対象者：広島県内在住の満18歳以上の男女10000人
• 4月12日までの回収数5,617（うち有効回収数5,612(回収
率56.1%)）

• 主な調査内容：避難促進メッセージと豪雨が発生した仮想
的状況のもとでメッセージを読んでもらい、避難勧告が出
された場合の避難行動を問う。

• 郵送する調査票には、6つのメッセージをランダムに付与
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具体的質問
「あなたは現在自宅で過ごしています。あなたのお住まいの地域で
は前日から非常に激しい雨が降っており，河川の氾濫や土砂災害の
恐れがあります。時間帯は昼間で，避難場所までの移動中の安全性
は確保されているものとします。」

（A-Fのメッセージのいずれか）
• この状況で，避難勧告が発令された際，あなたは１～４のどの
行動をとりますか。（○は１つ）
– １ 避難場所へ避難しようと思う
– ２ 避難場所や自宅以外の安全な場所（知人や別居の親族宅など）へ
避難しようと思う

– ３ 自宅の中の安全な場所へ避難しようと思う
– ４ 避難しないと思う
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メッセージによる避難意図の違い



損失強調の社会規範メッセージの問題
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(1) (2) (3) (4) (5) (6)
メッセージ認知 意識の高まり 避難勧告時の行動

A 0.0194 0.00479 0.0396* 0.0487** 0.0433** 0.0416*
(0.0256) (0.0252) (0.0223) (0.0232) (0.0185) (0.0205)

B 0.0390 0.0406 0.0308 0.0388 0.0201 0.0280
(0.0291) (0.0336) (0.0270) (0.0263) (0.0145) (0.0168)

C 0.0127 0.00142 -0.0121 -0.000862 0.0343 0.0361
(0.0226) (0.0232) (0.0223) (0.0219) (0.0247) (0.0270)

D -0.000594 -0.00729 0.0336 0.0493** 0.0256 0.0364
(0.0275) (0.0277) (0.0229) (0.0234) (0.0205) (0.0246)

E 0.00786 -0.00247 0.0194 0.0234 0.00839 0.0137
(0.0226) (0.0252) (0.0234) (0.0228) (0.0193) (0.0190)

定数項 0.393*** 0.162** 0.585*** 0.264*** 0.713*** 0.615***
(0.0151) (0.0684) (0.0138) (0.0725) (0.0116) (0.0619)

観測数 4,202 3,803 4,212 3,811 4,213 3,811
決定係数 0.001 0.027 0.001 0.013 0.001 0.029
市町村数 30 30 30 30 30 30
属性・居住 N Y N Y N Y

８ヶ月後の意識
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(1) (2) (3) (4) (5) (6)
避難タイミングの決定 食料品・水の備蓄 非常持出品の準備

A 0.0348* 0.0327 0.0537** 0.0513* 0.0577** 0.0475*
(0.0197) (0.0210) (0.0229) (0.0256) (0.0213) (0.0253)

B 0.0296 0.0374* 0.0322 0.0404* 0.0167 0.0168
(0.0181) (0.0211) (0.0216) (0.0217) (0.0187) (0.0185)

C -0.00723 -0.00192 0.00413 0.00848 0.0111 0.00378
(0.0218) (0.0215) (0.0218) (0.0225) (0.0273) (0.0306)

D -0.00986 -0.000498 -0.00106 0.0150 -0.0255 -0.0292
(0.0192) (0.0170) (0.0232) (0.0230) (0.0250) (0.0279)

E 0.00861 0.00999 0.0288 0.0359 0.0294 0.0198
(0.0236) (0.0230) (0.0242) (0.0249) (0.0193) (0.0194)

定数項 0.672*** 0.458*** 0.647*** 0.161** 0.705*** 0.163***
(0.0114) (0.0645) (0.0144) (0.0776) (0.0136) (0.0580)

観測数 4,180 3,784 4,168 3,774 4,167 3,774
決定係数 0.001 0.010 0.002 0.021 0.003 0.030
市町村数 30 30 30 30 30 30
属性・居住 N Y N Y N Y

８ヶ月後の行動
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2019年４月に分析結果の速報→広島県の対応

避難行動を促進する可能性のあるメッセージ 「Ａ」，「Ｂ」を活用して県民の避難行動

を促したいため，この調査結果等を市町及び報道機関を含む事業者，団体が一同に介

する「広島県みんなで減災県民総ぐるみ運動推進会議」の議題に上げ，次の検討内容

で進めることとなった。

【検討内容】

○ 出水期前までを目途に，市町，報道機関等「伝える側」への

メッセージ活用の働きかけ

→ ・ ＮＨＫのほか，各民放テレビ局，ＦＭ局，ＣＡＴＶ等を訪問し，

メッセージ「Ａ」「Ｂ」の活用を働きかけた。［5月中旬］

・ メッセージ活用例などを示したリーフレット作成 ［6月初旬］

○ 大雨などの際の，知事自身による「Ａ」「Ｂ」を活用した

メッセージの発信

○ 地域において，直接住民に避難の呼びかけを行える方への

メッセージ活用の働きかけ
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研究結果の行政への反映方針

2019年6月5日に市町・報道機関用のリーフレットを作成・配布

・今出水期から，大雨が予測される際，知事からこのメッセージAを用いたコメント発出
・自主防災組織などでも活用できるリーフレットの作成
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オンライン帰省の行動経済学

• 「帰省を控えてビデオ通話で」→「ビデオ通話で
オンライン帰省」
– 「１０のポイント」では、「＊＊を控えて」という
表現を用いていない

– 「＊＊」というもともとしたかった行為を記述
• 人々はそれを比較対象としてしまい、それよりも劣位の行動
を推奨されていると感じてしまう

– 比較対象「帰省も電話もしない」という最悪のもの
• 推奨すべき行動を提示することで、同じ行動をポジティブな
ものとして意識させる
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2020年4月26日朝日新聞 朝刊見出しの地域
差
連休中の外出を控えてもらうための呼びかけ

• 東京版
–さぁ連休 でも「うちで過ごそう」

• 大阪版
–連休中 うちで過ごそう 各地の人出 大幅減

• 名古屋版
–さぁ連休 でも まばらな名駅
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予防行動を促進するナッジメッセージ
Sasaki, Kurokawa & Ohtake(2021)
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• 感染予防対策を促進するナッ
ジメッセージの研究

• オンライン調査でメッセージ
別の意図と行動を調査

• 主な結果
– 利他的メッセージは利得フ
レームでも損失フレームでも
行動変容の意図を高める

– 利他的利得フレームのみが、
実際の行動に影響

– 利他的メッセージは、繰り返
すと、行動意図は高め続けた
が、行動には影響がなくなる



調査のタイミング
• インターネット調査
• 同一人物を追跡調査

– 20-69歳
– 第1回:4月28-30日

• 6,050人
– 第2回:5月8-12日

• 5,664人

• ナッジメッセージのRCT
• アウトカム

– 感染予防行動の意図と行動
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コロナ感染症対策の行動経済学
• 緊急事態宣言中に、ナッジメッセージの効果検証

– メッセージ直後の行動意図・１週間後の行動調査
– 行動意図では、利他利得メッセージと利他損失メッセージが効果
– 行動では、利他利得メッセージのみ（ただし、生活満足度にマイナス）
– 意図と行動の乖離
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コントロール

利他・利得

利己・利得

利他・損失

利己＋利他・利得

シンプル・利得



１回目 感染予防行動の意図
新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえて、あなたは、以下の予防行動をとる意思がどのくらい
ありますか？ 「取るつもりはまったくない」を0、「必ず取る」を7とした場合、あなたは何点
ですか。

1. せきやくしゃみをするときは、マスク・ハンカチ等を口にあてる（咳エチケット）
2. 手洗い・うがいやアルコールによる手や指の消毒を頻繁にする
3. 外出時には必ずマスクを着用する
4. 少しでも具合が悪くなったら外出しないように努力する
5. 病気でなくてもできる限り家にいるようにする
6. 十分な休息と睡眠をとる
7. 栄養価の高い食事をする
8. 握手をしないように努力する
9. 顔を触らないように努力する
10. キャッシュレス決済（クレジットカードや電子マネーなど）を利用する
11. 飲食店の店内で飲食をせずに、出前や持ち帰りを利用する
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２回目 感染予防行動の実際
最近1週間、あなたは以下の行動をどのくらい取りましたか？「一度もしなかった」を0、「ほぼ
毎日した」を7とした場合、あなたは何点ですか。

1. せきやくしゃみをするときは、マスク・ハンカチ等を口にあてた（咳エチケット）
2. 手洗い・うがいやアルコールによる手や指の消毒を頻繁にした
3. 外出時には必ずマスクを着用した
4. 少しでも具合が悪くなったら外出しないように努力した
5. 病気でなくてもできる限り家にいるようにした
6. 十分な休息と睡眠をとった
7. 栄養価の高い食事をした
8. 握手をしないように努力した
9. 顔を触らないように努力した
10. キャッシュレス決済（クレジットカードや電子マネーなど）を利用した
11. 飲食店の店内で飲食をせずに、出前や持ち帰りを利用した
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１回目 社会的距離の意図
新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえて、あなたは、人との接触を減らすために以下の行動を
控える意思がどのくらいありますか？ 「控えるつもりはまったくない」を0、「絶対に控える」
を7とした場合、あなたは何点ですか。

1. 居酒屋やバーに行く
2. レストランへ行く
3. 喫茶店に行く
4. スーパーマーケットや食料品店に行く
5. ジムに行く
6. 会社に出勤する
7. 電車やバスなどの公共交通機関を利用して移動する
8. 飛行機を利用して移動する
9. 少人数の集まり（オンラインを除く）に参加する
10. 大人数の集まりやイベント（オンラインを除く）に参加する
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２回目 社会的距離の実際
最近1週間、あなたは以下の行動をどのくらい取りましたか？「一度もしなかった」を0、「ほぼ
毎日した」を7とした場合、あなたは何点ですか。

1. 居酒屋やバーに行った
2. レストランへ行った
3. 喫茶店に行った
4. スーパーマーケットや食料品店に行った
5. ジムに行った
6. 会社に出勤した
7. 電車やバスなどの公共交通機関を利用して移動した
8. 飛行機を利用して移動した
9. 少人数の集まり（オンラインを除く）に参加した
10. 大人数の集まりやイベント（オンラインを除く）に参加した
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コロナ感染症対策のメッセージ
• 利他的利得フレームメッセージは、人との接触を減らす意
図にも行動にも影響あり（損失フレーム、利己的メッセー
ジは影響がない）

• 利他的メッセージは、利得フレームでも損失フレームでも
感染予防対策の意図には効果があるが、行動には効果が小
さい（この時期はすでに多くの人が対策をしていたことも
影響？）

• 利己的メッセージは、感染予防行動にマイナスの影響
• 利他的メッセージは、余暇や友人関係の満足度を低下
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なぜ利己的メッセージよりも利他的メッセー
ジが有効なのか
• 人は利他的である

– 多くの人は、ある程度の利他性をもっているので、自分の行動で人の命が助かるというこ
とであれば、その行動を喜んで取りたいと思っているが、感染予防をしていなかった人は、
その行動が人のためになるということに気がついていない

– 利他性はあるけれど、自分の行動が人に迷惑をかける可能性に気がついていなかった人は、
利他的メッセージによって行動を変化させる可能性

• 利他性がなくても、利他的メッセージで行動変容する可能性
– 利他的メッセージで、周囲の人がこうした行動規範を取らない人を社会規範から外れてい
ると見なすようになることを本人が予想すれば、社会規範から外れた人とみなされること
のよる損失を考慮して、社会規範にしたがう

• 自信過剰バイアス・楽観バイアス
– 利己的メッセージ→自分だけは感染しないという自信過剰バイアスあるいは楽観バイアス
や、自分は大丈夫という正常性バイアスによって、感染症対策をとらない可能性

– 利他的メッセージ→自分は大丈夫かもしれないが、周囲の人はそうでもない
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風しん抗体検査受診勧奨ナッジ
大竹文雄・佐々木周作・加藤大貴(2020)
• 風しん無料抗体検査とクーポン配布

– 昭和37年度から昭和53年度生まれの男性が無料対象
– そのうち2019年度で46歳以下の男性にクーポン配布

• クーポンの効果検証（無料世代の中でクーポン配布の有無）
• 風しん抗体検査の受診ナッジの効果検証
• インターネット調査でRCT（第一回目で異なるメッセージに
よる抗体検査受診意向、第二回目で抗体検査受診行動）

• Facebookで誕生月で異なるメッセージ介入
• インターネット調査で抗体受診検査行動
• 主な結論

– 同じ無料対象年齢であってもクーポン配布対象グループのみで利
他的メッセージ効果が観察

– クーポンは効果あり
– Facebook介入では、利他性メッセージと有効期限強調が効果
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風しんの年齢別抗体保有率

• 昭和３７年度～昭和５３年度生
まれの男性の抗体保有率が
80％

• この年代の抗体保有率を引き上
げると、集団免疫が達成
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A 厚労省
昭和３７年度～昭和５３年度生まれの男性の皆様へ

あなたと、これから生まれてくる世代の子どもを守るために
風しんの抗体検査と予防接種を受けましょう！

B 年齢表現
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）

あなたと、これから生まれてくる世代の子どもを守るために
風しんの抗体検査と予防接種を受けましょう！

C 利他強調
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）
あなたがきっかけで、妊婦さんが風しんウイルスに感染すると、
障害をもった赤ちゃんが産まれてくる可能性があります！

D 利己強調
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）

成人男性が風しんに感染すると、重症化して、
脳炎や血小板減少性紫斑病などの合併症が発症する可能性があります！

E 確率強調
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）
あなたの世代の5人に1人は、風しんの抗体を持っていません。

これは、他の世代に比べて倍以上の人が風しんに感染する可能性があるということです！

F 有効期限
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）
お届けした風しんの抗体検査とワクチン接種の無料クーポン券は

2020年3月31日で有効期限が切れてしまいます！

G 低コスト
40代・50代の男性の皆様へ(昭和３７年度～昭和５３年度生まれの方）

風しんの抗体検査とワクチンの無料クーポン券をふだんの健康診断で使えば、
何度も採血をすることなく、検査を受けることができます！



メッセージ別抗体検査受診意図と受診率：
クーポンあり
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メッセージ別ワクチン接種意図と接種率：
クーポンあり
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メッセージ別抗体検査受診意図と受診率：
クーポンなし
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メッセージ別ワクチン接種意図と接種率：
クーポンなし
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クーポンの有無と年齢別抗体検査受診率
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クーポンの有無と年齢別ワクチン受診率
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研究結果もとに作成したポスター



新型コロナウイルス感染症ワクチン接種意向の強さ
佐々木・齋藤・大竹(2021)

• 新型コロナウイルス感染症ワクチンの接種が、感染による重症化を防ぐ上で重
要

• 特に重症化率が高い高齢者への接種の重要性

• 高齢者の接種意欲はどの程度か？
• どのような接種状況・感染状況で接種意欲は高まるのか？
• 接種意欲を高めるようなメッセージは存在するのか？
• どのようなタイプの高齢者の接種意欲が高いのか？
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研究の概要

• アンケート調査：2021年1月18日～22日の5日間（第1回調査）および2021年3月16日~18
日の3日間（第２回調査）
– インターネット調査会社の登録モニターを対象にアンケート調査を実施

• 仮想的実験質問を使用して、新型コロナの発症予防ワクチンに対する支払意思額を測
定
支払意思額：その物に対して支払ってよいと考える上限の金額のこと。

• 第１回調査：性別・年齢・居住地域の観点において住民基本台帳の人口分布と一致す
るように割付を行い、回答データを回収
– 第１回調査の65歳～74歳の回答者（N=2,261）の結果を中心に紹介。

• 第２回調査：早期に接種対象となる高齢層標本(65-74歳)と遅れて接種対象 となる若年
層標本(25-34歳)に着目し、性別・年代の観点から 標本数が均等になるように回収。→
1,600件
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ナッジ

• 元の意味→注意を引くために、肘で人を軽く押す

• 行動経済学での意味
– 選択を禁じることも、経済的なインセンティブを大きく変えることもなく、
人々の行動を予測可能な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆる要素
を意味
• 行動経済学的な意思決定の特性を利用：現在バイアス、社会的選好、
損失回避等

– 望ましくない行動や本人の利益にならない行動を取らせるものは「スラッ
ジ」
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アンケート
の質問

• ①ワクチンの効
果・②感染状況・
③接種の進捗状況
という3つの観点
で条件設定

• それぞれの条件下
でワクチンに対す
る支払意思額を測
定

質問１ 発症予防効果（ベースライン）

質問２ 発症予防効果＋小康期＋進捗初期

質問３ 発症予防効果＋小康期＋進捗中期

質問４ 発症予防効果＋感染拡大期＋進捗初期

質問５ 発症予防効果＋感染拡大期＋進捗中期

質問６ 感染予防効果（ベースライン）

質問７ 感染予防効果＋小康期＋進捗初期

質問８ 感染予防効果＋小康期＋進捗中期

質問９ 感染予防効果＋感染拡大期＋進捗初期

質問10 感染予防効果＋感染拡大期＋進捗中期

順
番
は
ラ
ン
ダ
ム

順
番
は
ラ
ン
ダ
ム
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発症予防効果のワクチンの説明
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感染予防効果のワクチンの説明
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支払意思額の状況依存性

• 支払意思額が、「感染状況」と「接種の進捗状況」にどのように依存するか
• 発症予防ワクチンに関する説明に追記

– 感染状況：
• 「新規感染者数は減少傾向にあり、低水準で推移しています」
• 「新規感染者数は増加傾向にあり、高水準で推移しています」

– 接種の進捗状況：
• 「日本に住むあなたと同年代の10人中1人が、すでにこのワクチンを
接種しています」

• 「日本に住むあなたと同年代の10人中5人が、すでにこのワクチンを
接種しています」
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ナッジメッセージ

• 利己的な便益：
– 発症予防効果「ワクチン接種は、あなたを発症や重症化から守ります。」
– 感染予防効果「ワクチン接種は、あなたを感染から守ります。」

• 利他的な便益：
– 発症予防効果「ワクチン接種は、病床数に余裕をもたらし、人の命を救う
ことにつながります」

– 感染予防効果「ワクチン接種は、感染流行を抑制し、多くの人の命を救う
ことにつながります」
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日本人高齢者の支払意思額の分布

• 高齢者の発症予防ワクチンに対する支払意思額の平均値
– 2016.5円

• 高齢回答者の76.4%（10人中7～8人）はこのワクチンが無料提供されれば接
種

若年層との比較
– 25歳～34歳の回答者（N=1,761）の発症予防ワクチンに対する支払意思額
の平均値-1,643.1円

– 高齢層と若年層の支払意思額の差：3,600円以上
– 若年回答者の64.9%（10人中6～7人）はこのワクチンが無料提供されれば
接種する、と回答
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支払意思
額の分布
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副反応の考
慮

• 重篤な副反応が生じるリ
スクを相対的に高く(10%
以上の確率で）見積もっ
ている高齢回答者
（N=1,165）に限定
– 支払意思額の平均値
は-474.5円

– それでも、彼らの
70.1%（10人中7人）
はこのワクチンが無
料提供されれば接種
する、と回答
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感染予防ワ
クチンと発
症予防ワク
チン
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支払意思額の状況依存性

変数名 減少 増加 10人中1人 10人中5人

base

dec_10p ○ ○

dec_50p ○ ○

inc_10p ○ ○

inc_50p ○ ○

新規感染状況 接種状況
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ナッジメッセージ

• 利己的な便益：
– 発症予防効果「ワクチン接種は、あなたを発症や重症化から守ります。」
– 感染予防効果「ワクチン接種は、あなたを感染から守ります。」

• 利他的な便益：
– 発症予防効果「ワクチン接種は、病床数に余裕をもたらし、人の命を救う
ことにつながります」

– 感染予防効果「ワクチン接種は、感染流行を抑制し、多くの人の命を救う
ことにつながります」

• これらのナッジメッセージは、高齢者のワクチン接種意欲に影響を与えなかっ
た
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ナッジメッセージ→支払意思額
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ナッジメッセージ→接種比率

149



ナッジの追加調査

• 2021年3月16日～18日までの3日間
• 日本の人々を対象にインターネット上でサーベイ実
• 日本では、この時期にはまだ一般向け接種が始まっていない
• 日本を実験フィールドに設定することで、一般向け接種の開始後すぐ接種するような
接種意向の強い人から接種意向の弱い人まで、様々な人々を対象に含めてナッジ・
メッセージが接種意向に及ぼす効果を検証することが可能

• 日本のワクチン接種計画では、まず医療従事者への接種が始まり、65歳以上の高齢層
への接種がそれに続く。

• 本研究
– 早期に接種対象となる高齢層（65－74歳）
– 遅れて対象となる若年層（25－34歳）を実験対象
– 合計で1,600名の回答者
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高齢者・社会比較ナッ
ジ

若年者・社会比較ナッ
ジ
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利得フレームの社会的影響ナッジ
損失フレームの社会的影響ナッジ



平均

• 発症予防ワクチンが無料で提供される場合に接種を受けると回答した割合
– 高齢者84.4%
– 若年層67.0%

• 高齢者の平均支払意思額は427.1円
• 若年層の平均支払意思額は-3,300.0円

154



1月調査と３月調査の比較
（高齢者）
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ナッジメッセージの効果
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社会比較と社会的影響ナッジ
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

観測数：

推定方法：

被説明変数： 無料接種 支払意思額 支払意思額 支払意思額 無料接種 支払意思額 支払意思額 支払意思額

（両局面） （支払局面のみ） （受取局面のみ） （両局面） （支払局面のみ） （受取局面のみ）

介入群A Socia l comparison -0.02 749.78 1,148.86*** -522.81 -0.01 -603.83 -153.12 -215.40

(0.03) (1,023.69) (331.96) (756.07) (0.05) (1,762.50) (424.23) (1,425.63)

介入群B Socia l in flu ence (ga in -framed) 0.06** 2,353.35* 726.14 1,881.86** -0.07 -2,289.22 -312.45 -1,908.36

(0.03) (1,270.15) (628.11) (870.34) (0.06) (1,530.41) (487.84) (1,279.23)

介入群C Socia l in flu ence ( loss-framed) 0.04 3,495.81** 1,754.17** 990.35 0.06 241.94 114.94 1,180.14

(0.03) (1,605.95) (702.35) (851.27) (0.04) (1,345.88) (363.58) (1,158.64)

属性変数 YES YES YES YES YES YES YES YES

高齢層（65-74歳） 若年層（25-34歳）

最小二乗法 トービット・モデル 最小二乗法 トービット・モデル

N =  798 N =  797
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ナッジメッセージの精神的影響

推定方法：最小二乗法 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

観測数：

被説明変数（5件法）： 自発的 強制的 つらい 改善すべき 自発的 強制的 つらい 改善すべき

介入群A Socia l  com pa rison -0.02 -0.09 0.04 0.06 -0.11 0.01 0.08 0.08

(0.10) (0.09) (0.10) (0.11) (0.15) (0.11) (0.11) (0.11)

介入群B Socia l  in fluence (g a in-fram ed) 0.10 -0.06 0.07 0.05 -0.20 -0.01 0.10 0.14

(0.13) (0.16) (0.10) (0.12) (0.14) (0.09) (0.09) (0.09)

介入群C Socia l  in fluence (loss-fram ed) 0.09 0.08 0.17** 0.14 0.01 0.42*** 0.18 0.37***

(0.11) (0.13) (0.07) (0.10) (0.13) (0.10) (0.11) (0.10)

定数項 2.92*** 4.67*** 3.77*** 5.01*** 2.42*** 2.94*** 2.57*** 3.50***

(0.79) (0.91) (1.01) (1.19) (0.79) (0.61) (0.55) (0.61)

属性変数 YES YES YES YES YES YES YES YES

高齢層（65-74歳） 若年層（25-34歳）

N =  798 N =  797
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政策的な意味

• 日本の高齢者は、新型コロナの発症予防ワクチンを接種する意向が高い
• 同世代の人の接種率が高い、感染者数が増加しているという状況では、接種意
欲は高くなる

• 「ワクチンを接種した人が増えると、ワクチン接種を希望する人も増えること
が分かっています。あなたのワクチン接種が、周りの人のワクチン接種を後押
しします」というナッジメッセージは、高齢者の接種率を７％ポイント、WTP
を約2,800円引き上げる

• 上記のメッセージは精神的負担をかけない
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まとめ

• 人々は予測可能な形で合理的意思決定からズレる
• 予測可能なズレを用いて合理的意思決定に近づける→
ナッジ

• ナッジの設計には意思決定のボトルネックを考える
• ナッジは社会実装する前に効果検証をする
• 利得メッセージと損失メッセージ
• デフォルトが使えるか否か
• 心理的負担が多くならないか
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